
少
子
化
の
進
行
に
よ
り
、
学
齢
期
の
人
口
が
今
後
ま
す
ま
す
減
少
し
、
看
護
学
生
数
の
減

少
も
予
想
さ
れ
、
新
人
看
護
師
の
確
保
が
困
難
と
な
る
。

ま
た
、
学
生
の
減
少
に
伴
い
、
よ
り
質
の
高
い
看
護
師
の
養
成
が
必
要
と
な
る
。
学
生
の
質

の
変
化
も
踏
ま
え
、
教
員
の
役
割
や
負
担
が
増
す
こ
と
が
想
定
さ
れ
る
。

そ
の
た
め
に
・
・
・

①
学
齢
期
を
対
象
に
、
広
く
看
護
へ
の
関
心
を
高
め
看
護
職
員
を
目
指
す
人
を
増
や

す
た
め
の
取
組
を
推
進

②
実
習
指
導
者
講
習
会
、
専
任
教
員
養
成
講
習
会
を
実
施
す
る
こ
と
に
よ
り
、
臨
地

実
習
及
び
教
育
の
質
の
向
上
を
図
る
こ
と
で
、
質
の
高
い
看
護
師
の
養
成
を
推
進

③
看
護
師
等
養
成
所
の
運
営
支
援
等
を
実
施

Ⅰ
養
成
の
充
実

京
都
府
に
お
け
る
看
護
職
員
確
保
の
４
本
柱

新
人
看
護
師
等
が
基
本
的
な
臨
床
実
践
能
力
を
獲
得
す
る
た
め
の
研
修
を
実
施
す
る
こ
と
に

よ
り
、
看
護
の
質
の
向
上
及
び
早
期
離
職
防
止
を
図
る
。

ま
た
、
医
療
の
高
度
化
・専
門
化
が
進
む
中
で
、
看
護
業
務
に
直
接
必
要
な
専
門
的
知
識
や
技

術
と
と
も
に
、
地
域
包
括
ケ
ア
に
お
け
る
関
係
者
と
の
調
整
機
能
に
係
る
知
識
や
技
術
等
、
多
方

面
に
わ
た
る
基
本
的
な
知
識
に
つ
い
て
学
習
を
行
う
必
要
が
あ
る
。

そ
の
た
め
に
・
・
・

①
新
人
看
護
師
等
や
そ
の
指
導
者
へ
の
研
修
を
実
施
す
る
病
院
等
に
対
す
る
支
援
の
実
施

②
特
定
行
為
研
修
修
了
者
等
、
専
門
性
の
高
い
看
護
人
材
の
計
画
的
な
養
成
を
推
進

③
新
興
感
染
症
へ
の
対
応
を
見
据
え
て
、
感
染
管
理
の
認
定
看
護
師
等
に
よ
る
指
導

が
で
き
る
よ
う
、
人
材
育
成
を
強
化

④
在
宅
や
高
齢
者
施
設
に
お
い
て
、
看
取
り
や
医
療
的
ケ
ア
児
へ
の
療
養
支
援
等
、

今
後
、
需
要
が
高
ま
る
領
域
へ
の
人
材
育
成
を
推
進

⑤
ハ
イ
リ
ス
ク
分
娩
や
N
IC
U
（
新
生
児
集
中
治
療
室
）
の
退
院
調
整
等
専
門
性
の

高
い
助
産
師
の
育
成
を
支
援

⑥
行
政
保
健
師
に
対
す
る
新
任
期
、
中
堅
期
、
管
理
期
別
研
修
の
実
施

Ⅲ
資
質
の
維
持
・向

上

看
護
師
等
の
就
業
継
続
を
支
援
し
、
環
境
の
整
備
を
促
進
。

ま
た
、
看
護
師
等
の
需
給
の
状
況
は
、
地
域
や
領
域
別
に
偏
在
し
て
い
る
状
況
で
あ
り
、
各
々
の
地

域
・
領
域
の
実
態
に
応
じ
た
看
護
師
等
の
確
保
対
策
を
講
じ
て
い
く
こ
と
が
重
要
。

そ
の
た
め
に
・
・
・

①
学
生
に
対
し
て
看
護
師
等
修
学
資
金
を
貸
与
、
返
還
免
除
制
度
に
よ
り
府
内
へ
の
就
業
を
促
進

②
院
内
保
育
所
の
設
置
の
促
進
に
よ
る
離
職
防
止

③
京
都
府
医
療
勤
務
環
境
改
善
支
援
セ
ン
タ
ー
や
関
係
機
関
と
の
連
携
等
に
よ
り
働
き
や
す
い

環
境
づ
く
り
と
ワ
ー
ク
ラ
イ
フ
バ
ラ
ン
ス
を
推
進
し
、
看
護
職
員
の
就
労
環
境
の
改
善
を
推
進

④
中
・
高
校
生
、
看
護
学
生
及
び
未
就
業
者
向
け
の
就
職
・
就
学
フ
ェ
ア
を
実
施

⑤
北
部
実
習
の
受
入
拡
大
等
に
関
す
る
体
制
強
化

⑥
京
都
府
立
看
護
学
校
に
お
い
て
、
北
部
地
域
の
卒
後
教
育
や
キ
ャ
リ
ア
支
援
の
拠
点
化
を

図
り
、
看
護
職
員
定
着
を
推
進

⑦
市
町
村
等
に
勤
務
す
る
保
健
師
に
対
し
て
、
体
系
的
な
研
修
体
制
を
整
備
し
、

地
域
の
健
康
課
題
に
応
じ
た
保
健
活
動
を
支
援

⑧
計
画
的
な
人
材
確
保
に
向
け
て
、
市
町
村
等
へ
必
要
な
助
言
や
情
報
提
供
等
の
支
援
を
推
進

Ⅱ
確
保
・
定
着
の
推
進

看
護
師
等
の
離
職
届
出
の
把
握
や
潜
在
看
護
師
等
の
動
向
調
査
を
通
じ
て
、
実
態
を
把

握
す
る
と
と
も
に
、
現
役
世
代
の
急
激
な
減
少
に
対
応
す
る
た
め
に
、
増
加
す
る
看
護
ニ
ー

ズ
に
応
え
る
べ
く
、
潜
在
看
護
師
等
に
対
す
る
復
職
支
援
を
強
化
す
る
必
要
が
あ
る
。

そ
の
た
め
に
・
・
・

①
ナ
ー
ス
セ
ン
タ
ー
の
無
料
職
業
紹
介
事
業
な
ど
の
利
用
を
推
進
し
、
潜
在
看
護
師
の
就

業
を
促
進
。

②
未
就
業
者
の
潜
在
化
防
止
対
策
と
し
て
退
職
者
等
登
録
サ
イ
ト
(つ
な
が
り
ネ
ッ
ト
)

を
活
用
し
、
関
係
機
関
と
連
携
し
た
支
援
を
充
実

③
潜
在
看
護
師
等
に
対
し
て
、
ス
キ
ル
確
認
講
習
会
や
領
域
別
研
修
等
の
リ
カ
レ
ン
ト

研
修
を
行
う
こ
と
で
、
再
就
業
時
に
お
け
る
技
術
的
・
精
神
的
な
負
担
を
軽
減

④
潜
在
看
護
師
や
潜
在
助
産
師
の
再
就
業
を
促
進
し
、
看
護
人
材
の
確
保
を
推
進

Ⅳ
再
就
業
の
促
進
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    令和７年度第１回京都府看護師確保対策推進協議会 主な意見と対応について

【看護学生の臨地実習の状況について】

・実習現場では学校教員が常時付き添わないため、1～2名のス

タッフを実習指導に専任させる必要があり、人員不足の中で病院

としても負担が大きい。経験豊富な指導者も減少しており、

5,000円の実習謝金でも安いと感じる。病院としては補助や負担

軽減策があればありがたい。訪問看護での実習受け入れも同様の

課題があると思われる。実態調査が必要。

平成27年度より、臨地実習に係る補助（北部地域以外の看護師等

養成所の学生が、北部地域の病院等で臨地実習を行う際の宿泊費

および旅費の補助）を行っています。

令和８年度からは補助内容を拡充し、これまでの学生に加え、

「教員（付き添い）」を補助対象に追加することで検討していま

す。（別紙参照）

【専門性の高い看護師等の養成・確保について】

・大学病院等で特定行為研修修了者は増加しているものの、元々

の国の制度では、さらなる在宅医療等の推進を図っていくためと

いうことが目的だったと思う。そのため、地域で活躍できる人材

を確保していく必要がある。

・特定行為に係る研修は平日開催であり、訪問看護の現場では、

1人休んでしまうと、そこで誰かがそのカバーをしないといけな

い。事業所の大規模化も考えていかないといけないが、現状で

は、研修に人員を出す余力がない。本当に研修に行けるような形

を考えないといけない。

へき地や離島などの医師不足地域において、医師からの手順書に

より、一定の診療の補助（特定行為）を行う看護師を養成し、医

師からのタスク・シフト/シェアを推進することで、医師の負担

を軽減し、確保を進めることが必要と考えています。そこで、令

和８年度から国モデル事業を活用し、さらなる在宅医療等の推進

を図るため、特定行為看護師の養成を進めていく予定です。（別

紙参照）

【その他看護師確保対策について】

・看護師確保のため、高校生に対する看護職への理解促進が重

要。また、府内就業率は専門学校に比べて大学は低い。大学への

働きかけは就業支援部門へ行い、大学や養成所と就業先が密に連

携する体制づくりが必要であり、京都府から働きかけていただき

たい。

本府としても大学の府内就職率を向上させる取組が必要と考えて

います。

大学の就職支援部門へ働きかけ、看護協会と連携しながら、府内

就業の魅力とキャリア形成の展望を伝える取組や、就職支援部門

と看護部門との連携強化を図り、府内就業率の向上につなげたい

と考えています。

【京都府における看護職員数・養成状況について】

・つながりネット、ナースセンター登録共に５０代６０代が中心

となっている。３０代４０代への多様な働き方に関する情報発信

や登録を促すことが課題

・看護職員数については府外からの就職者が増えているため、な

ぜ京都府内に就職しているか要因を探り、次につなげていく必要

がある。

主な意見

・ハローワークナースセンター連携事業の推進や若い世代への情

報発信を検討するとともに、京都で働く看護職の魅力を発信して

いきます。

・府外からの就職者が増えている状況です。そのため、要因分析

を行うとともに、各関係者から意見を聴取し、府外から府内への

就職者の向上につなげていきたいと考えています。

【訪問看護ステーションに対する補助事業について】

・訪問看護ステーションは事業所数・従事者数ともに増加してい

るが、質の向上を進める必要がある。訪問看護ステーション協議

会の加入率は50％未満で、小規模（2.5人程度）の事業所が多

く、研修派遣や特定行為研修修了者の養成が困難。

・災害時や人員確保の観点から、大規模化・事業所間連携が必要

ではないか。他府県の高齢者施設や医師会との連携事例も参考に

なると考える。

・京都府としても、補助金交付時の条件付けなどにより、研修環

境の改善、大規模化支援など制度的な見直しを段階的に進める必

要があると考える。

・訪問看護総合支援センターにおいて、訪問看護ステーションの

管理者に対し、管理者研修の受講を促しているが、未受講者が多

い。補助金の交付条件として、管理者研修受講を必須とし、受講

者には補助を行うことで質向上につながると思う。

令和７年度までは新設又は既設の訪問看護ステーションにおいて

看護師等を新規雇用又は増員した場合に雇用者数に応じ新たな訪

問専用自動車等の購入を補助していましたが、令和８年度からは

在宅医療体制強化を目指し訪問看護ステーションの大規模化のた

め、補助要件変更を検討しています。（別紙参照）

対応

資料２－１
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資料２－２ 

在宅医療推進基盤整備事業（案） 
（京都府訪問看護ステーション支援事業） 

 

１ 現状と課題  

・事業の成果等により、事業所数および従事者数の目標は一定程度達成された。一方で、訪問看護ステー

ション１箇所あたりの訪問看護師数、在宅看取り数は伸び悩んでいる。 

・訪問看護ステーションの退職理由の上位には労働条件や身体的な健康上の理由が挙げられている（ナ

ースセンター調査）。特に長時間勤務やオンコール対応等の負担が大きい。今後、在宅医療体制の強化

が求められる中で、１事業所あたりの人員増加や、重度患者に対応可能なステーションの増加が必要で

ある 

 （参考）【京都府保健医療計画の成果指標と進捗状況】 

成果指標 目標値 実績 進捗度（％） 

訪問看護事業所数 R11 489 R7 509 129.6% 

訪問看護従事者数 R11 3,108 R6 2,751 70.2% 

訪問看護ステーション１箇所当たりの訪問看護師数 R11 6.0 R7 5.6 20% 

 

 
 
 
２ 事業概要 (1) 

〇訪問看護ステーション体制強化支援事業 

 見直し前 見直し後 

事業内容 新設又は既設の訪問看護ステーションにおいて看護師等を新規雇用又は増員した場合に雇用者数に応じ新

たな訪問専用自動車等の購入を補助。 

対象 新設又は既設で看護師等を新規雇用

又は増員した訪問看護ステーション 

新設又は既設で看護師等を新規雇用又は増員した訪問看護ステーシ

ョンのうち、下記補助要件①②すべてに該当する又は見込みのある

訪問看護ステーション 

補助条件  ①看護師等常勤換算数 4.0名以上※ 

②看護師等常勤職員６割以上※ 

③訪問看護管理に関する研修受講済もしくは当該年度受講予定、 

又は訪問看護・在宅ケア認定看護師が在籍していること 

補助内容 訪問専用自動車等の購入の購入費。（但し、法定費用及び取得に係る自動車税等各種税金を除く。） 

補助率 1/2以内（車両１台あたりの補助基準額：自動車 900千円、自動二輪・原付：180千円、電動アシスト自転車 120千円） 

※機能強化型訪問看護ステーションⅢの要件の一部 

 

３ 見込まれる効果  
・看護職員常勤換算数 4.0名以上・常勤職員６割以上という補助要件とすることで、機能強化型訪問看

護ステーションの増加を促し、訪問看護ステーションの規模拡大を実現し、重度な患者への対応が可

能となる。 

・夜間休日のオンコール対応についての負担が軽減し働きやすい環境が整備される。 

・研修参加等が可能となり、質の向上に繋がる。 

在宅医療体制強化を目指し、訪問看護ステーションの大規模化のため、補助要件の見直しを実施 

3



資料２－３ 

 
                  

１ 事業概要  

・看護学生にとって臨地実習は就職先の選定に関わる重要な機会であることから、平成 27

年度より、府北部における看護師確保を目的とした臨地実習支援事業を実施。 

・北部地域以外の看護師等養成所の学生が、北部地域の医療機関等で臨地実習を行う際の宿   

泊費および旅費を補助してきたところ。 

 

２ 実態アンケートについて  

・令和７年８月に府内各医療機関および各学校を対象とした臨地実習実態アンケートを実

施した結果、南部の学校のうち 50％（16校中 8校）が他府県で実習を行っていることが

判明した。 

・また、「指導教員の実習に係る宿泊費等の負担が大きい」といった意見が多数寄せられた。 

 

 

 

 

３ 拡充内容 

アンケート結果等を踏まえ、従来の補助内容に加えて指導教員（付き添い）を対象に追加

する。 

拡充前 拡充後（R8～） 

北部地域以外の看護師等養成所の学生が、北

部地域の病院等で臨地実習を行う際の宿泊費

および旅費を補助 

北部地域以外の看護師等養成所の学生および指

導教員（付き添い）が、北部地域の病院等で臨

地実習を行う際の宿泊費、旅費を補助 

※各実習先につき、教員１名分を補助の上限と

する。 

 

４ 見込まれる効果  

学生及び指導教員の実習に係る経済的負担が軽減され、北部地域での臨地実習参加者の

増加が見込まれる。その結果、将来的には北部地域における看護師の安定的な確保に繋が

ると考える。 
 

看護師等臨地実習受入支援事業（案） 

これらの状況を踏まえ、府北部地域での実習を促進するため、当事業の補助内容を拡充 
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資料３－１ 
 

 

令和７年度 夏の看護師体験学習会 開催結果 
 

 
 

 

【体験前後の進路意識比較】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

・全コースに共通して「看護師になりたい」と答える意志決定層が増加。 

・「進路に加えたい」「もっと知りたい」といった興味・関心層も大幅に増加。 

・体験の結果、無関心層は大幅に減少し、看護職を進路として意識する層が増えた。 

→体験を通じて、看護職を前向きに検討する層が増加。将来的な進路形成に大きな影 

響を与えている。 
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資料３－２ 
 

 

令和７年度 地域医療体験セミナーin北の京都 開催結果 

 

 
１ 目 的 

看護学生及び潜在看護師が北部地域の医療機関に訪問し、地域の医療を体験するとともに、宿泊・

住民交流・文化体験等を通じて、北部での生活イメージを具体化してもらい、北部地域への就業に

つなげる。 

 

２ 対 象 

京都府南部・中部地域等の看護学生、潜在看護師 

 

３ 内 容 

コース 開催日 主な訪問先 体験内容 

丹後 

8月 18日（月） 

～ 

8月 19日（火） 

丹後中央病院 

北部看護職支援センター 

・北部地域の医療機関でのインタ

ーンシップ体験 

・訪問看護ステーション、保健所に

よる講話 

・地域の移住者との交流 

・地域の文化体験 

など 

中丹 

8月 21日（木） 

～ 

8月 22日（金） 

市立福知山市民病院 

中丹西保健所 

 

４ 開催結果 

＜参加状況＞ 

 

５ 事後アンケート結果 

＜セミナー全体を通じての感想＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コース 参加者 学年等 出身地 

丹後 ５名 大学３年生：５名 
京都府木津川市、京都府宇治市、奈良県、大阪府、

滋賀県 

中丹 ２名 
大学２年生：１名 

専門１年生：１名 
京都府亀岡市、京都府舞鶴市 

計 ７名   
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＜北部への就業意識について＞ 

 

 〇事前アンケートと事後アンケートの比較 

 

＜なぜ上記のように感じましたか？＞ 

・北部地域の住民と多く触れ合い、どの方も優しさを持って人に接しておられた。 

・病院内のナースステーションなども険悪な雰囲気はなく、人柄から過ごしやすそうな環境に感 

じた。 

・丹後中央病院で働いている方々のやさしさや人柄の良さに感動した。 

・田舎という理由で選択肢に入っていなかったが、プライベートの生活面が非常に良く、就業先

の選択肢として考えられるようになった。 

・暮らしぶりを聞いて、私生活も楽しく暮らせそうだと思った。 

・僻地医療に興味があり、北部地域での医療もやりがいがありそうだと感じた。 

・地域連携、多職種・他機関連携、看取りなど、高齢化が進んでいる分重要な医療が既に施策と

して成り立っており、学びが多かった。 

・地域の人と密に関われる分、やりがいにも非常につながると感じた。 

・市内よりも患者さんとの距離が近く、退院後も関われることが良いと思った。 

 

 

質問 事前アンケート 事後アンケート 

北部地域に住みたいと思いま

すか？ 

とてもそう思う  …１名 

まぁまぁそう思う…４名 

あまり思わない  …２名 

まぁまぁそう思う…６名 

北部地域の医療機関で働いて

みたいと思いますか？ 

 

ある程度そう思う…６名 

あまり思わない …１名 

強くそう思う  …３名 

ある程度そう思う…４名 

北部地域での生活に魅力を感

じますか？ 

非常に魅力を感じる …２名 

ある程度魅力を感じる…４名 

あまり魅力を感じない…１名 

非常に魅力を感じる …３名 

ある程度魅力を感じる…４名 

本セミナーを通じて、北部地

域での医療にやりがいがある

と感じましたか？ 

 
強くそう思う  …５名 

ある程度そう思う…２名 

今後、北部地域での就業を検

討したいと思いますか？ 
 

ある程度そう思う…５名 

強くそう思う  …２名 
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京都府看護師等確保対策推進協議会 

京都府ナースセンター事業報告（4～12 月概要） 

京都府看護協会  矢田 貴子 

Ⅰ．看護師等及び看護補助者再就業支援事業 

1. 看護師等届出事業 2. 就業相談・紹介事業 

 求人登録数は年々増加。反対に求職登録数は年々減少、ナースセンターへの相談件数も減少している。

求職者就業率は21.6％、昨年(24.9％)より低い。求職者登録の年代は、50歳代までの登録が年々減少、

60歳以上の登録は増加している。60歳以上のマッチングに対して取り組みも重要。 

１）求人/求職/就職者の状況（各年とも12月末のデータ） 

 求人登録数 求職登録者数 就職者数 相談件数 

R５年度 5,067 2,048 460 10,538 

R６年度 5,261 1,852 461 9,393 

R７年度 5,881(5,583) 1,776（1,743） 386（377） 7,917 

  ※R7年度 総数は看護補助者を含む。（ ）の内容は看護職のみ数 

２）施設別新規求人数の状況（看護職の常勤/非常勤/臨時含む 各年とも12月末のデータ） 

・病院・訪問看護ステーションの求人数が更に増加している 

 病院 診療所 介護福祉施設等 訪問看護ステーション その他 計 

R５年度 1,609 275 736 406 473 3,499 

R６年度 1,571 348 709 473 427 3528 

R７年度 1,686 356 760 674 403 3,879 

３）新規求職者の状況（各年とも12月末のデータ） 

(1)職種別登録状況 

・看護師の登録は横ばい、保健師の登録は減少している 

 保健師 助産師 看護師 准看護師 計 

R５年度 95 30 1,167 67 1,359 

R６年度 131 39 982 66 1218 

R７年度 88 36 989 61 1,174 

(2)年代別登録状況 

・60歳以上の登録は増加しているが、その他の年代の登録は毎年減少傾向にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４）施設別就職者の状況（常勤/非常勤/臨時含む 各年とも12月末データ） 

24
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京都府看護師等確保対策推進協議会 

・求職登録数が減少しており、就職者数も減少している 

 病院 診療所 介護福祉施設 訪問看護ステーション その他 計 

R５年度 146 67 75 24 148 460 

R６年度 127 62 80 27 165 461 

R７年度 110 52 51 20 153 386 

 

3. 就業支援研修事業 

「潜在看護師等再就業支援強化事業（京都府委託事業）」について、未就業看護職の様々なニーズに応

えられるよう内容の充実を図るとともに、詳細なパンフレットを作成し周知している。 

1） リカレント研修       ＊12月末までに延べ161人受講終了（昨年297人） 

① 知識レベルアップコース 

・集合4日間連続コース（ 13人）・集合1日単独研修コース( 95人)・eラーニングコース(41人) 

② 技術再習得コース 

・採血技術演習( 49人) ・一般技術演習（府内病院）（延べ4人実人数2名） 

③ 領域別体験研修コース 

・府内病院、訪問看護ステーション、介護福祉施設等（1人） 

4. 看護師確保・定着実態調査 

1）病院看護職退職調査 

(1) 調査目的：看護職員確保・離職防止の事業ための基礎資料とする 

(2) 対象施設：京都府内160病院 

(3) 調査内容：①令和6年度の採用および退職の状況 ②令和7年4月1日現在の需要状況 

③専門性の高い看護師の状況 

(4）回収件数：147施設（回収率91.9％） 

※常勤看護職の退職率は、2023 年度 11.5％であったが、2024 年度は 11.3%と若干改善している。退職者の年代は 20 歳

代が最も多く、在職年数では入職 5 年以内が 6 割を占める状況は変わらない。退職理由は「看護の他職場への興味」が 1

位となり、「結婚・転居」と共に、「健康上の理由」が多い。2022年度新人看護職の離職は6.8％、2023年度は7％、2024

年度は7.6％と年々上昇している。 

2）訪問看護事業実態調査 

(1) 調査目的：訪問看護の実態を把握し、質の向上を図るための基礎資料とする 

(2) 対象施設：府内の訪問看護ステーション（4月1日時点で設立1年未満の事業所は除く）427件 

(3) 調査内容：①訪問看護ステーションの人員及び事業体制 ②看護職員の採用・退職状況 

③活動実績 ④教育・研修について４月に調査 

(4）回収件数：317施設（回収率74.2％） 

※看護職全体の退職率は、2023年度14.6％であったが、2024年13.9％と改善した。退職理由は「労働条件」が一番多い。

看護職員の体制については、平均常勤換算数は 5.6 人。常勤換算数 5.0 人未満が全体の約 50％と小規模の訪問看護ステー

ションが多い状況は継続している。 

 

 

5. セカンドキャリア研修・交流会（就業フェア） 

1）セカンドキャリア研修会 

2025年12月13日（土）10:00～12：00 ハートピア京都  参加者22人 
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京都府看護師等確保対策推進協議会 

「人生100年時代の働き方について～wellbeingをめざして～」 

2） 就業フェア 

開催回数 ８回 参加施設数合計 102施設 参加求職者数合計 延べ117人 

市内地域別就業フェア（ハートピア京都３階大会議室） 

① 6月30日（月）14：00～16：00（中京区・下京区・南区）参加施設11施設  参加人数16人 

② 8月1日(金) 14：00～16：00（西京区・伏見区・東山区）参加施設15施設  参加人数23人 

③ 9月26日(金) 14：00～16：00（乙訓・宇治地域）参加施設15施設  参加人数11人 

④ 10月15日(水) 14：00～16：00（右京区・北区・上京区・左京区）参加施設15施設 参加人数18人 

⑤ 12月13日(土) 13：00～16：00（右京区・北区・上京区・左京区）参加施設8施設 参加人数22人 

市外地域別就業フェア 

① 口丹地域就業フェア7月18日（金）14：00～16：00 ガリレア亀岡 

参加施設8施設 参加人数5人  

② 北部地域就業フェア9月16日（火）14：00～16：00 市民交流プラザふくちやま 

参加施設20施設 参加人数10人 

③ 山城地域看護職就業フェア11月18日（火）14：00～16：00 けいはんなプラザ3階 

  参加施設 10施設 参加人数12人 
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資料５－１ 

協議事項 ＊看護師確保に向けた課題と対策について 

 

【ご意見・ご議論頂きたいポイント】 

◇養成校支援及び潜在看護師への復職支援について 

・少子化が進む中、養成数の増加は見込めない。その中で、

看護師の確保のため、具体的な取組についてどう考える

か。 

 

◇府内就業者の向上・定着を目指した新たな取組について 

・学生の就職時期が早まっている中、早期からの学生への府

内医療機関の魅力や京都府で働く看護職のロールモデルの

発信等が必要。 

・就業先医療機関とのミスマッチの防止を図り、離職防止に

つなげることが必要であり、基礎教育と現任教育のシーム

レス化に向けた対策の検討が必要。 

   ⇒看護師等学校養成所と病院で構成するワーキンググルー

プを設置するとともに、「養成→就業→定着→キャリア

アップ」といった、切れ目なく連携する『京都モデル』

を構築する取組について、ご意見をいただきたい。 
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1
校

＜
要
因
＞

・
母
体
病
院
が
あ
る

・
実
習
施
設
が
近
い

（
参
考
）
：
大
学

1
校

6
校

＜
要
因
＞

・
母
体
病
院
が
あ
る

・
施
設
整
備
（

IC
T
の
充
実
）

や
環
境
が
綺
麗

・
ア
ク
セ
ス
の
良
さ

（
参
考
）
：
大
学

7
校

ー
京
都
府
内
の
看
護
師
等
養
成
所
に
つ
い
て
（
令
和
8
年
1
月
現
在
）
ー

現
状
：
府
内
の
養
成
所
（
看
護
師

3
年
課
程
）
数
は

9
校
（
※
閉
校
予
定
の

2
校
除
く
）
。
令
和

7
年
度
入
学
者
数
は

4
1
8
人
、
入
学
定
員
充
足
率
は

9
6
％

課
題
：
定
員
充
足
率
（
学
生
確
保
）
、
府
内
就
職
率
（
府
外
へ
の
流
出
防
止
）
、
養
成
所
の
経
営
状
況
（
経
済
的
支
援
）
、
実
習
施
設
の
確
保
（
小
児
・
母
性
）

定
員
充
足
率
9
0
％
以
上

定
員
充
足
率
8
0
％
以
上

定
員
充
足
率
8
0
％
未
満

京
都
府
：
府
内
就
職
率
の
高
い
専
門
学
校
へ
の
経
済
的
補
助
も
継
続
し
つ
つ
、
大
学
生
の
就
職
先
を
府
外
に
流
出
さ
せ
な
い
対
策

〇
今
後
の
方
向
性

・
少
子
化
に
よ
り
学
生
が
減
少
、
大
学
志
向
の
傾
向
が
高
ま
る
（
４
年
制
化
に
向
け
た
ハ
ー
ド
整
備
は
厳
し
い
）

→
府
内
就
職
率
の
高
い
専
門
学
校
へ
の
入
学
生
が
減
少
し
、
定
員
充
足
率
の
低
下
、
経
営
難

・
実
習
施
設
の
確
保
が
難
し
い
（
特
に
小
児
・
母
性
）
→
府
外
へ
の
実
習
が
増
加
。
実
習
が
就
職
先
に
直
結
す
る
傾
向
が
あ
る
た
め
、

府
外
へ
の
就
職
が
増
加
。

・
社
会
人
入
学
の
減
少

・
広
報
支
援
の
充
実

〇
懸
念
点

＜
参
考
＞
●
府
内
就
職
率
：

6
7
％

  
【
大
学
】

5
1
.2
％
（

3
1
9
人
）

/【
3
年
課
程
】

8
7
.6
％
（

4
1
5
人
）

●
府
内
北
部
地
域
就
職
率
：

9
.7
％

【
府
内
北
部
養
成
校
出
身
】

7
8
.3
％
（

6
5
人
）

/【
府
内
南
部
養
成
校
出
身
】

2
1
.7
％
（

1
8
人
）

●
府
内
出
身
者
率
：

5
8
.2
％
（
令
和

6
年
度
卒
業
生

1
,3

9
1
人
の
内

8
1
0
人
）
【
府
内
出
身
者
の
内
大
学
生
】

4
7
.5
％
（

3
2
3
人
）京
都
府
立
看
護
学
校

舞
鶴
医
療
セ
ン
タ
ー
附

属
看
護
学
校 日
星
高
校

市
立
福
知
山
市
民
病
院

附
属
看
護
学
校

福
知
山
医
師
会
看

護
高
等
専
修
学
校

明
治
国
際
医
療
大
学

京
都
聖
カ
タ
リ
ナ
高
校

京
都
中
部
総
合
医
療
セ
ン
タ
ー

看
護
専
門
学
校

同
志
社
女
子
大
学

京
都
翔
英
高
校

＜
京
都
府
内
の
看
護
師
等
学
校
養
成
所
＞

■
大
学
：
９
校

■
准
看
：
１
校

■
５
年
一
貫
：
３
校

■
専
門
学
校

3
年
：
９
校

専
門
学
校

2
年
：
１
校

（
閉
校
予
定
２
校
）

資料５－２
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学校養成所と病院間の連携を図るための 

ワーキング設置（案） 
-離職防止のための養成から現任までのシームレス教育 京都モデルの構築- 

資料５－３ 

 

   

１ 事業概要  

少子化が進行する中、看護人材の確保は喫緊の課題であり、看護職員の養成から就業・

府内定着までの切れ目のない連携を強化することにより、持続可能な医療提供体制の構

築を目指す。（実施主体：京都府(京都府看護協会への委託)） 

 

２ 事業内容  

（１）ワーキンググループの設置 

看護師等学校養成所と病院で構成するワーキンググループを設置し、以下の課

題について相互理解を深め、対策を検討する。 

・養成校と病院間の連携や教育に関する課題把握 

・学生の多様化への理解と指導方法の検討・共有 

・基礎教育と現任教育のシームレス化に向けた対策の検討 など 

（２）『京都モデル』の構築 

・「養成 → 就業 → 定着 → キャリアアップ」といった看護師キャリア全体で、切

れ目なく連携する『京都モデル』を構築する。 

・「京都府で看護職になる魅力」を適切に発信 

⇒ 就業先医療機関とのミスマッチ防止、離職防止・府内定着につなげる。 

 

３ 事業効果  

・府内看護職への就職率の上昇 

・府内看護職の離職率の低下 
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〇
趣
旨

・
大
学
生
の
府
内
就
業
率
は

51
.2
％

(R
6)
と
増
加
傾
向
。
一
方
、
府
内
出
身
者
が
府
外
に
就
職
し
て
い
る
割
合
も
年
々
増
加
。

・
府
内
就
業
者
の
増
加
の
た
め
、
行
政
が
主
導
し
、
３
年
間
の
臨
時
的
な
取
組
と
し
て
、
大
学
と
病
院
の
連
携
・
協
働
が
進
む
モ
デ
ル
を
確
立

大
学
政
策
課

医
療
課

「
京
都
未
来
人
材
育
成
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
事
業
費
補
助
金
」

〇
京
都
府
や
府
内
の
市
町
村
・
地
域
・
企
業
か
ら
、

学
生
や
大
学
へ
解
決
に
向
け
た
提
案
を
求
め
る
課
題
を
募
集
し
、
課
題
に
対
し
て

大
学
か
ら
学
生
が
参
加
し
解
決
に
取
り
組
む
活
動
の
提
案
を
受
け
、
大
学
・
学
生

と
市
町
村
・
地
域
・
企
業
を
マ
ッ
チ
ン
グ
の
上
、
大
学
が
課
題
解
決
に
取
り
組
む
事

業
を
支
援
。

〇
補
助
対
象
と
な
る
事
業

次
に
掲
げ
る
要
件
を
満
た
す
こ
と

ア
複
数
の
学
生
が
京
都
府
内
で
取
組
を
実
施
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

イ
大
学
等
の
教
員
が
学
生
の
指
導
教
員
と
し
て
参
画
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

ウ
京
都
府
、
府
内
の
市
町
村
、
地
域
、
企
業
か
ら
示
さ
れ
た
課
題
の
解
決
に
資

す
る
も
の
、
又
は
提
案
さ
れ
た
取
組
を
実
施
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

エ
学
生
が
京
都
府
内
の
地
域
や
企
業
の
関
係
者
と
連
携
・
交
流
し
、
地
域
や
企

  
  
  
 業
へ
の
理
解
を
深
め
る
機
会
の
拡
大
を
図
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

学
生
主
体
の
事
業
に
対
す
る
補
助

従
来
の
就
職
方
法

誤
情
報

正
し
い
情
報

先
輩
か
ら
の

口
コ
ミ

教
員
か
ら
の

情
報

様
々
な
情
報
の
中
、
府
内
病
院

の
魅
力
が
分
か
ら
な
い
ま
ま
、

3
回
生
の

3
月
頃
～
就
活
開
始

就
職
誘
導

府
外
病
院

取
組
例
（
１
）
府
内
就
職
で
キ
ャ
リ
ア
ビ
ジ
ョ
ン
を
描
く
支
援

→
看
護
協
会
と
連
携
し
、
府
内
就
業
の
魅
力
と
、
キ
ャ
リ
ア
形
成
の
展
望
を
伝
え
る

取
組
例
（
２
）
就
職
支
援
部
門
と
看
護
部
門
と
の
連
携
に
よ
る
府
内
就
業
率
の
向
上

「
大
学
と
の
就
職
支
援
協
定
」

〇
学
生
へ
の
キ
ャ
リ
ア
教
育
の
実
施
や
府
内
企
業
へ
の
就
職
促
進
を
目
的
と
し
て
、

各
大
学
と
個
別
に
就
職
支
援
協
定
を
締
結
し
て
い
る
が
、
大
学
へ
の
補
助
は
行

わ
れ
て
い
な
い
。

 ※
府
内
看
護
系
全
大
学
と
締
結
済

〇
学
生
の
府
内
企
業
へ
の
就
職
促
進
の
た
め
、
京
都
ジ
ョ
ブ
パ
ー
ク
に
よ
る
就
職

支
援
（
就
業
サ
ポ
ー
ト
セ
ン
タ
ー
に
よ
る
個
別
訪
問
や
合
同
企
業
説
明
会
の
開

  
 催
な
ど
）
が
実
施
さ
れ
て
い
る
が
、
専
門
性
の
高
い
職
種
の
支
援
は
行
わ
れ
て

  
 い
な
い
。

雇
用
推
進
課 看
護
分
野
へ
の
支
援
は
実
施
さ
れ
て
い
な
い

各
府
内
病
院

各
大
学

就
職
支
援
部
門

連
携

説
明
会

座
談
会

府
補
助

働
き
か
け府
看
護
協
会
キ
ャ
リ
ア
支
援
セ
ン
タ
ー

連
携

（京
都
府
北
部

キ
ャ
リ
ア
セ
ン
タ
ー
）

学
部
長

学
年
主
任

学
生
支
援

委
員
会

チ
ュ
ー
タ
ー

学
習
支
援

委
員
会

学
生

【
連
携
強
化
】

→
チ
ュ
ー
タ
ー
（
看
護
教
員
）
が
就
職
支
援
部
門

と
連
携
し
、
学
生
の
就
職
相
談
を
実
施

看
護
学
部
の
支
援
体
制

大
学

就
職
支
援
部
門

大
学

看
護
学
部

府
働
き
か
け

連
携

働
き
か
け

府 内 就 業

就
職
誘
導

【
現
状
】

看
護
部
門
と
就
職
支
援
部
門

と
の
連
携
が
不
十
分

資料５－４
看
護
学
生
の
府
内
定
着
支
援
に
係
る
取
組
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